（様式２）
特定施設入居者生活介護事業計画書
１　概要

	老人保健福祉圏域
	中北　 /　　峡東　　/ 　峡南 　/   富士・東部

	法人名
	

	代表者
	

	法人所在地
	〒


	法人登記
	□既設

□新設(　　年　　月予定)
	介護保険類型
	□一般型

□外部サービス利用型

	施設名（仮称）
	

	施設種別
	□既設
□新設
	□有料老人ホーム　　□サービス付き高齢者向け住宅
□軽費老人ホーム

	施設予定地
	施設
予定地
	〒



	
	敷地面積
	㎡
	用途地域
	

	
	土地権利
	□所有　□賃借（　　　年）
	抵当権
	□あり　　□なし

	立地条件
	開発許可
	□要　　□不要
	災害指定

区域
	□該当　　□非該当

	
	最寄りの駅・バス停
	　　　　　駅まで徒歩　　　分　　バス停まで徒歩　　　分
	駐　　車

スペース
	㎡

（台分）

	
	関係法令の調整
	□農地法　□河川法　□砂防法　□文化財保護法　□自然公園法　

□景観条例　□その他（　　　　　　　　）□調整不要

	建物概要
	建築面積
	㎡
	延床面積
	㎡

	
	構造
	造
	階数
	地上　　階、地下　　階

	
	建物権利
	□所有　□賃借（　　　年）
	抵当権
	□あり　　□なし

	
	居室数及び定員
	　室

定員
	居室の床面積（壁　芯）
	最大　　　　㎡

最小　　　　㎡

	
	併設施設
	□あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）□なし

	
	整備状況
	□建築済み　　□建築済み（今後改修予定）　□建築中　　□建築予定

	
	着工予定

(改修含む)
	令和　　年　　月　　日
	竣工予定

(改修含む)
	令和　　年　　月　　日

	
	開設予定
	令和　　年　　月　　日
	

	事業費および財源※
	区分
	事業費（千円）
	財源内訳（千円）

	
	
	
	借入金
	自己資金
	その他（　）

	
	建築
	
	
	
	

	
	設備
	
	
	
	

	
	用地取得
	
	
	
	


	
	建物取得
(既存建物取得の場合)
	
	
	
	

	
	運転資金
（３か月間）
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	

	事業実績

（福祉事業等）
	

	市町村、地元自治会、隣接地権者との

調整状況
	市町村　　　□同意あり　□調整中
自治会　　　□同意あり　□調整中

隣接地権者　□同意あり　□調整中

（調整中の場合は、現在の状況と同意の見通しについて任意説明書類を添付すること。）

	協力医療機関
	名称
	
	予定地からの距離
	　　　　　㎞

	協力歯科医療機関
	名称
	
	予定地からの距離
	　　　　　㎞

	利用者負担額

（介護保険の利用者負担を除く）
	項　目
	１月（３０日）あたりの費用額※代表的なもの

	
	居住費
	円
	円

	
	食費
	円
	円

	
	光熱水費
	円
	円

	
	共益費
	円
	円

	
	その他（　　　　　　　　）
	円
	円

	
	合　　　計
	円
	円

	
	支払い方法
	□月払い　　□一時金　　□選択方式

	入　居　一　時　金
	　□なし

　□あり→　　　　　　　　　　　　　円

	耐火構造物、準耐火構造物等の別
	　□耐火　　□準耐火　　□その他

	スプリンクラーの設置

自動火災報知設備

消防機関への火災通報装置

（いずれも、必ず設置されていること）
	□あり　
□あり　
□あり　




※ 該当する事項にチェックを入れてください。

※ 事業費および財源については、（様式７）「事業数詞計画等に関する項目」の内容と整合を図ってください。

※ 他事業の施設等に併設される場合は、建物概要や事業費等について全体分と特定施設入居者生活介護事業分の内容が分かるように記載してください。

２　特定施設入居者生活介護事業　運営計画

（１）法人の基本理念、施設の運営方針
	①　老人福祉に対する基本理念について

	

	②　施設の運営方針（特定施設入居者生活介護の果たすべき役割を踏まえて）

	

	③　応募の理由について

	


（２）職員の処遇

	①　職員確保に対する取組みと見通し

	

	②　職員の定着や資質向上のための研修、育成等に対する取り組みについて

	


（３）サービスの提供等
	①　入居者の受け入れに関する考え方（募集方法、募集地域、入居者の要介護状況等）

	

	②　要介護状態の軽減・悪化防止の取り組みについて

	


	③　入居者の要介護状態が悪化した場合や医療的ケアが必要になった場合について

	

	④　年間事業（行事）の構想（事業日程表と整合性図ってください）

	

	⑤　入居者等からの生活相談や苦情等の対応に関する考え方と具体策について

	

	⑥　家賃等の設定根拠について　（別紙可）

	

	⑦　安全衛生・防災に関する考え方と取り組みについて

	

	⑧　身体拘束や虐待防止の方針や取り組みについて

	


（4） 事業計画・独自性

	1 家族、地域との交流に関する構想について

	

	②　独自のサービス・特徴・セールスポイントなど（ソフト面）

	

	③　施設や設備において利用者に特に配慮した点、セールスポイントなど（ハード面）
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